
書式第 12号 (法第 28条関係)

令和 2年度 事 業 報
「

1

壁定』豊壺壺壁盤塁整狙ユ△‐奎留主墨ョ≧2=2Z上

1 事業の成果

コロナという未曽有の事態下での創立であり、当初予定していた活動を実施することができなかった。しかし、

オンラインを活用することによつて、6ヶ月間費用をかけずに継続して活動を行い、次年度に繋げることができ
,_

2 事業の実施に関する事項

(1)特定非営利活動に係る事業               (事 業費の総費用 【  0 】千円)

足欣に記載
された
事業名

事業内容 日時 場 所
従事者
人数

受益
対象者
範囲

受盃
対象者
人数

事業費
(千

円)

外国人の就
労支援に関
す る教育及
び相談事業

外国人就労支援のため
のワークショップ
テーマ「政府への提言」

12月 9

日 10時

～11時

WEB 5人

在 留 外

国 人 支

援 に 関

わる人

28人 0

「特定技能l制度につ
いての勉強会

1月 13

日 10時

～ 11時

WEB 4人

在 留 外

国 人 支

援 に 関

わる人

19人 0

「在留資格」について
の勉強会

2月 10

日 10時

～11時

WEB 4人

在 留 外

国 人 支

援 に 関

わる人

23人 0

外国 人の生
活支援 に関

3纏置逢六塾
及

来 日1年以内、及び日
本に来る予定のミャン
マー人に対する日本で
の生活に関するセ ミナ

10月 29

日 19時

～21時

WEB 3人
ミ ャ ン

マー人
55人 0

「やさしい日本語」に
ついての勉強会

3月 17

日 10時

～11時

WEB 3人

在 留 外

国 人 支

援 に 関

わる人

19人 0

(2)その他の事業 (事業費の総費用 【  0 】千円)

事 業 報 告 用

定款に記載
された
事業名

事業内容 日時 場所
従事者
人数

事業費
(千円〉

寄付 された物

品の販売事業

法人に寄付 された各国民芸品等をバザー等で

販売する。 未実施

ホームページ

ヘの広告掲載

事業

ホームページを作成し、外国人を雇用する企業

の広告を掲載する。 未実施



書式第 14号 (法第 28条関係)

令和2年度 活動計算書 (その他事業が立う場合)

事 業 報 告 用

特定非営利活動法人外国人在 支援コンソーシアム

科 目
特定非営利活動に係る事業

金  額 金 小計・合計額

その他事業
合計

300,000
80,000

380.000 380,000

0

0
受取補助金

A
1

受取利息
の

正会員受取会費
賛助会員受取会費

受取寄附金
施設等受入評価益

事業収益
事業収益
事業収益

1.058

1.058 1,058

381.058 381.058

1

2 の

給料手当
役員報酬
退職給付費用
福利厚生費

会議費
旅費交通費
広告宣伝費

90,273

1

(2 )

役員報酬
給料手当
退職給付費用
福利厚生費

消耗品費
通信運搬費
旅費交通費
会議費
支払手数料
租税公課
広告宣伝費

23,720
2,970

6,480
4,593
1,800

50,710

90,273

90.27390.27〔

90.273 00.273
B 290.785 290.785当 期 経 常 増 :A】 ― ・ ・

。
(

過年度損益修正益

災害損失

D

正

当  其 引 C D ・ ・ (

経

290.785290.785
及

正

290.785
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書式第15号 (法第28条関係)

令和 2年度 貸借対照表

事 業 報 告 用

特定非営利活動法人外国人在留支援コンソーシアム

金   額 小計・ 合

2
1

2

の(3 ) その

現金預金
未収金
棚卸資産

車両運搬具
什器備品

ソフ トウェア

借地権

敷金
長期貸付金

290,785
20,705

290,785

【A】 資 産 合 計 ①+② 29(),785

2

+

未払金

預 り金

長期借入金
退職給付引当金

ｎ

）
ｎ

ｖ

B-2 の

正

正 290,785
0

290.785

290.785【B】 負 債 及 び 正 味 財 産 合 計 【B-1】 +【 B-2】

一口

■■■

■■ヨ■ □■|口】lli



書式 16 (法第 28

令和 2年度  計算書類の注記 事 業 報 告 用

特定非営利活動法人外国人在留支援コンソーシアム

重要な会計方針
計算書類の作成は、PO法人会計基準 (2010年 7月 20日 2017年 12月 12日 最終改正 NPO法人会計基準協議会)

によっています。
(1)棚卸資産の評価基準及び評価方法

なし

(2)固 定資産の減価償却の方法
なし

(3)引 当金の計上基準
・ なし

引当金

(4)施設の提供等の物的サービスを受けた場合の会計処理
なし

(5)消 費税等の会計処理
なし

2.事 業別損益の状況

(単位 :円 )

科 目
外国人の就労支援に

関する散育及び相談

事業

外国人の生活支援に

関する教育及び相談

事業

寄付された物
品の販売事業

ホームページヘの広

告掲載事業 事業部門計 管理部門 合計

380,000

1,058

380,000

1,058

381,058 381,058

6,4806,480

: _“ ,79313.193
囲 TL:顧 ,273

290,785 -290,785

I 経常収益
1.受取会費
2.受取寄附金
3.受取助成金等
4.事業収益
5.そ の他収益

経常収益計

Ⅱ 経常費用
(1)人 件費

給料手当

役員報酬

退職給付費用

福利厚生費

人件費計
(2)そ の他経費

会議費

旅費交通費

施設等評価費用

減価償却費

印刷製本費

その他経費計

経常費用計

当期経常増減額

■■覇□田

算定方法内容 金額

3.施 設の提供等の物的サー ビスの受入の内訳

円 )



当期減少額 期末残高 備 考内容 期首残高 当期増加額

■

―

一
一
ロ

〈

ロ

4 使途等が制約 された寄附金等の内訳

使途等が制約 された寄附金等の内訳 (正味財産の増減及び残高の状況)は以下の通 りです。

当法人の正味財産は   円ですが、その うち   円は、下記のように使途が特定されています。

したがって使途が制約 されていない正味財産は   円です。
(単位 :円 )

5.固 定資産の増減内訳
円 )

6.借 入金の増減内訳
(単位 :円

役員及びその近親者 との取引の内容

役員及びその近親者 との取引は以下の通 りです。

円 )

その他特定非営利活動法人の資産、負債及び正味財産の状態並びに正味財産の増減の状況を明らかにするために

必要な事項

事業費と管理費の按分方法

7

8

期末帳簿価額期末取得価額 減価償却累計額期首取得価額 取得 減少科 目

有形固定資産

車両運|,股具

什器備品

無形固定資産

投資その他の資産

敷金

合計

当期返済 期末残高期首残高 当期借入科 日

合計

内、近親者
及び支配法
人との取引

計算書類に

計上された
金額

内、役員 と
の取引

科 日

(活動計算書)

活動計算書計

(貸借対照表 )

貸借対照表計

その他の事業に係 る資産の状況



書式第 17号 (法第 28条関係)

令和 2年度 財産目録

事 業 報 告 用

特定非営利活動法人外国人在日支援コンソーシアム

1単位 :円
金   額 ′]ヽ    舌十 合   計

現‐
1'ξΥttτ草;雫食行

290,785

138,000
152,785

未収金
事業未収金
事業未収金

棚 卸 産

販売用寄附物品

2
1

車両運搬具
事業用車両

什器備品
パソコン

2
ソフトウェア

オペレーションシステム
文書編集ソフト

借地権
OO市事業所

3 の

敷 金

市事業所

貸付金
銀 行

【A】 資 産 合 計 ①+② 290,785

未払

IR雰
組量保険料

預り金
源泉徴収税

長期借入金
OO銀行借入金

退職給付引当金
職員

【曰-1】 負 債 合 計 ③+④ 0

【B-2】 正 味 財 産 合 計 【A】 ― 【B-1】 290.785

■ ■四 亜田

|=|



書式第 18号 (法第 28条関係)

令和 2年度年間役員名簿 J泄言篇雰扉ぢ出席蹴涯1繋l,f琳糖f馨諾1巴爾
所並

特定非営利活動法人外 人在留支援コンソーシアム

1 確認事項 (法第20条及び第21条を確認の上、チェックを入れてください。)

団以下の役員には、欠格事由者が含まれません。 (法第 20条関係)

□′各役員について、親族の規定に違反していません。 (法第21条関係)

2 役員一覧

役 名
どちらかにO

(フ リガナ)

住 所 又 は 居 所
前事業年度内の

就任期間

報酬 を受けた期間

(該当者のみに記入)氏   名

1 (垂璧)監事
イワナカ

゛
  トモユキ 令和 2年 10月 1 日

令和 3年 3月 31日

年

年

月   日

月   日岩永 智之

2 c聖璧ヶ監事
スがヌマ  モトイ 令和 2年 10月 1 日

令和 3年 3月 31日

年

年

月

月

日

日管沼 基

3 ① 監事

カワサキ  タ
°
イスケ 令和 2年 10月 1 日

令和 3年 3月 31日

年=   月   日

年 月 日川崎 大輔

4 C=讀)・ 監事
オク

゛
ラ  エツコ 令和 2年 10月 1 日

令和 3年 3月 31日

年

年

月

月

日

日小倉 越子

5 理事
〇

コマ′ヽ タカフ
゛
ミ 令和 2年 10月 1 日

令和 3年 3月 31日

年 月

月

日

日年駒場 孝文

6 理事・監事

年

年

月

月

日

日

年

年

月

月

日

日

7 理事・監事

年

年

月

月

日

日

年  月  日

年  月  日

8 理事・監事

年

年

月

月

日

日

年

午

月

月

日

日

9 理事・監事

年

午

月

月

日

日

年

年

月

月

日

日

10 理事 。監事

年

年

月   日

月   日

年

年

月

月

日

日

事 業 報 告 用



書式第 4号 (法第 10条 。第 28条関係)

設立・事業報告用

ネ土員 名 簿  (社員のうち 10人以上の者の名簿)

特定非営利活動法人外国人在留支援コンソーシアム

氏   名 住 所 又 は 居 所

1
岩永 智之

2 電沼 基

3 川崎 大輔

4
小倉 越子

5
駒場 孝文

6
三浦 一生

7
工藤 裕徳

8 丹羽 秀男

9

株式会社YSパー トナー
代表取締役
前田 智之

10

株式会社エビスマ

専務取締役
海老沼 武司

11

12


